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   遺失物法施行規則に規定する様式の記載要領その他の留意事項について 

 

遺失物法施行規則（平成１９年国家公安委員会規則第６号）において様式が定められて

いる書面の記載要領その他の留意事項については、別添「遺失物法施行規則に規定する様

式の記載要領その他の留意事項」を制定し、令和５年３月１日から実施することとしたの

で、事務処理上誤りのないようにされたい。 

なお、遺失物法施行規則に規定する様式の記載要領その他の留意事項について（令和  

３年警会甲達第１号）は、令和５年２月２８日をもって廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添 

遺失物法施行規則に規定する様式の記載要領その他の留意事項 

 

第１ 目的 

 本通達は、遺失物法施行規則（平成１９年国家公安委員会規則第６号。以下「規則」 

という。）において様式が定められている書面の記載要領その他の留意事項を定めること 

により、正確な事務を行い、もって適正な遺失物取扱業務を行うことを目的とする。 

第２ 規則において様式が定められた書面に係る留意事項 

 １ 共通事項 

  各書面の記載に当たっては、正確を期するものとし、記載すべき事項が不明な場合

には、その旨を該当する記載欄に記載するとともに、参考となるべき事項を当該書面

の備考欄に記載しておくこと。 

２ 各様式に係る留意事項 

(1)  拾得物件控書（規則別記様式第１号） 

ア 権利種別欄 

     「棄権」には、拾得者又は施設占有者が、遺失物法（平成１８年法律第７３号。

以下「法」という。）第２７条第１項の費用若しくは法第２８条の報労金を請求す

る権利又は民法（明治２９年法律第８９号）第２４０条若しくは同法第２４１条

の規定若しくは法第３２条第１項の規定により所有権を取得する権利（以下「費

用請求権等」という。）の全てを放棄している場合のみが該当し、一部を放棄して

いるに過ぎない場合は「有権」とすること。したがって、拾得者又は施設占有者

が、費用請求権等のうちいずれか１つ以上の権利を留保している場合には、有権

の□内にレ印を付すこと。 

     拾得者又は施設占有者が、法第３４条の規定により費用請求権等を失っている

場合には、失権の□内にレ印を付すこと。 

     無権の□内には、公法人による拾得（いわゆる公務拾得）の場合にレ印を付す

こと。この場合において、拾得者又は施設占有者が、報労金を請求する権利以外

の権利を有している場合には有権の□内に、報労金を請求する権利以外の権利を

全て放棄している場合には棄権の□内に、それぞれレ印を付すこと。 

     なお、法第３４条の規定により費用請求権等を失っている場合には、失権の□

内にレ印を付すだけで足りる。 

   イ 拾得日時・場所欄 

     拾得の日時については、遺失の日時と対照することにより、遺失者を特定する

手掛かりの一つとなるものであることから、可能な限りこれを特定して記載すべ

きであるが、拾得者が拾得の日時を詳細に記憶していないような場合には、「○年

○月○日午後○時頃から同○時頃までの間」のように時間に幅を持たせた記載と

すること。 

     なお、拾得日時・場所欄に記載できない場合には、備考欄を活用するなどして、

「○年○月○日午後○時頃から同○時頃までの間に拾得」等と記載すること。 

ウ 施設占有者住所・氏名欄 



     法第４条第１項又は同法第１３条第１項に基づき施設占有者が物件を提出した

場合に限り記載すること。 

エ 物件欄 

 (ｱ) 現金欄 

      現金欄中の最左欄には、現金の合計額を記載し、内訳欄には各金種の数を記

載すること。 

      現金のみ（いわゆる裸現金）が拾得された場合には、現金欄中の「現金のみ」

を丸で囲むこと。 

(ｲ) 物品欄 

   物品欄は、現金以外の物件を記載するものである。 

   種類欄には、物件の分類、製品名等を記載すること。 

      特徴欄には、物件の色、形状、模様、品質、材質等を記載するものとし、可

能な限り詳細に記載すること。 

      財布等他の物件に現金が在中していた場合（いわゆる裸現金ではない場合）

には、現金欄に記載するとともに、物品欄においても、種類欄に「財布」、特徴

欄に「黒色、二つ折り、革製（現金○○円在中）」などと記載すること。 

      個人番号並びに健康保険の被保険者証の保険者番号及び被保険者等記号・番

号は、他の法令により書面への記載は禁止されているため、これらは記載しな

いこと。 

オ 権利放棄の意思及び氏名等告知の同意の有無欄 

     拾得者又は施設占有者に記載及び署名を求める際には、事前に、拾得者又は施

設占有者が有する権利及び氏名等の告知の同意について説明すること。 

     これらの欄には、物件を提出した拾得者又は施設占有者の物件に関する権利の

全部又は一部を放棄する意思及び氏名等の告知の同意の有無を確認し、該当部分

の□内にレ印を付した上で、署名を求めること。 

     拾得者又は施設占有者が、権利放棄の意思又は氏名等告知の同意の有無につい

て後で考えて決めるとした場合には、該当部分の□内にレ印を付した上で、署名

を求めるとともに、権利放棄をしていない、又は氏名等告知に同意しているか否

か不明として取り扱うこと。 

     未成年の拾得者が物件に関する権利を放棄し、又は氏名等の告知に同意をする

意思表示をする場合は、その署名を求めることに加え、その法定代理人（保護者）

に対し、当該意思表示に対する同意の有無を確認すること。この場合において、

法定代理人に対し、物件に関する権利の放棄又は氏名等の告知の同意を強制して

いると受けとられかねないような言動は厳に慎むこと。 

   カ 施設内における拾得者に係る権利の有無等欄 

     物件を施設占有者に交付した拾得者が物件に関する権利を放棄しているか否か

不明である場合は、「物件に関する権利」の有の□内にレ印を付すこと。 

     物件を施設占有者に交付した拾得者がその氏名等の告知に同意をしているか否

か不明である場合は、「氏名等告知の同意」のいずれの□内にもレ印を付さず、拾

得者が同意をしているか否か不明である旨を備考欄に記載すること。 



キ 拾得者の物件引取期間欄 

     拾得者の物件引取期間欄の記載については、拾得者（法第３３条の規定により

拾得者とみなされる施設占有者を含む。）の権利に関わるものであることから、物

件の引取期間の起算の基準となる警察署長による公告の日付を確実に確認した上

で行うこと。 

     なお、拾得者及び施設占有者が物件の所有権を取得する権利を放棄した場合は、

拾得者の物件引取期間欄に斜線を付すなどして抹消すること。 

   ク その他の記載事項 

     提出を受けた物件が法第３５条各号に掲げる物に該当する場合には、その旨を

備考欄に記載すること。ただし、備考欄への記載により難い場合には、物品欄等

に記載することを妨げない。 

     埋蔵物の提出を受けた場合において、埋蔵物の発見者と埋蔵物が包蔵されてい

た土地等の所有者が異なるときは、当該所有者の氏名等を備考欄に記載すること。 

  (2) 拾得物件預り書（規則別記様式第２号） 

   ア 拾得物件控書と共通の記載欄 

     拾得物件控書と共通の記載欄については、（１）のそれぞれの項目を参照するこ

と。 

   イ 所有権を取得することができない物件に関する説明に係る記載欄 

     提出を受けた物件が法第３５条に掲げる物に該当すると認められるときは、規

則第３条第３項の規定により、物件を提出した拾得者又は施設占有者に対し、そ

の旨を説明することとなるが、これに併せて「あなたが提出された物件のうち・・・」

とある欄の□内にレ印を付すとともに、括弧内に該当する物件を記載すること。 

     なお、提出を受けた物件が法第３５条各号に掲げる物に該当するか否か判然と

せず、これに該当する可能性がある場合には、当該記載欄に記載をし、その旨を

説明すること。 

  (3) 遺失届出書（規則別記様式第３号） 

   ア 遺失場所欄 

     遺失の場所は、拾得の場所と対照することにより、当該遺失者が遺失した物件

を特定する手掛かりの一つとなるものであるが、遺失者が遺失の場所を詳細に記

憶していない場合には、遺失した可能性のある複数の場所を記載したり、移動中

に遺失した場合には移動した場所を記載したりするなどして、実際に遺失した場

所の記載が漏れないようにすること。 

   イ 物件欄 

     （１）エを参照すること。 

     なお、現金欄中の内訳欄については、詳細が不明な場合は、これを記載するこ

とを要しないが、その旨を備考欄に記載しておくこと。 

     また、物件の製造番号等が判明している場合にはその記載を求めるとともに、

形状に特徴のある物件等については絵図の記載も求めるなど、可能な限り物件を

特定するための手掛かりとなる事項を記載するようにすること。 

   ウ その他の記載事項 



     警察職員が遺失届出書を代書した場合は、その旨を備考欄に記載しておくこと。 

  (4) 物件売却書（規則別記様式第６号） 

   ア 受理番号欄 

     受理番号欄には、売却をした物件に係る規則第４条第１項第１号に掲げる受理

番号を記載し、又は記録すること。 

     なお、複数の物件を同一機会に売却した場合には、記載し、又は記録すべき受

理番号、物件の種類、特徴等を記載し、又は記録した一覧表を添付した上で、受

理番号欄に「○○番ほか」等と記載し、又は記録しても差し支えない。 

   イ 受理年月日欄 

     受理年月日欄には、売却をした物件の提出を受けた年月日を記載し、又は記録

すること。 

     なお、複数の物件を同一機会に売却した場合には、添付する一覧表に記載し、

又は記録すること。 

   ウ 売却の方法欄 

     売却の方法欄には、一般競争入札、競り売り又は随意契約の別を記載し、又は

記録すること。 

   エ 売却の経過欄 

     売却の経過欄には、一般競争入札又は競り売りに係る公告の日付及び応札者数、

随意契約に係る見積書の徴収数等、売却を適正に行ったことを疎明する事項を記

載し、又は記録すること。 

   オ 売却代金等の額欄 

     売却代金等の額欄には、売却による代金及び売却に要した費用がある場合には

当該費用を記載し、又は記録すること。 

   カ 官職・氏名欄 

     官職・氏名欄には、売却を担当した職員の官職及び氏名を記載し、又は記録す

ること。 

  (5) 物件処分書（規則別記様式第７号） 

   ア 受理番号欄等 

     受理番号欄、受理年月日欄及び官職・氏名欄については、（４）ア、イ及びカを

参照すること。 

   イ 処分理由欄 

     処分理由欄については、法第９条関係及び法第１０条関係の理由を共に満たし

ていなければならないものであることから、それぞれ該当部分の□内にレ印を付

すこと。また、処分した物件が、「その他売却することができない」物件である場

合には、その具体的理由を記載し、又は記録すること。 

   ウ 処分方法欄 

     処分方法欄には、廃棄、適当と認められる者への引渡し又は動物を放ったこと

の別、その具体的状況等を記載し、又は記録すること。 

   エ その他の記載事項 

     規則第１４条の規定により拾得者に通知をした場合には、その旨を備考欄に記



載し、又は記録しておくこと。 

  (6) 拾得物件関係事項照会書（規則別記様式第９号） 

    拾得物件関係事項照会書（以下「照会書」という。）により行う法第１２条の規定 

   による照会（以下単に「照会」という。）については、次の事項に留意すること。 

   ア 書式の適正な管理 

     照会書により照会を行うに当たっては、警察共通基盤システムによる遺失物等

情報管理業務（以下「共通基盤遺失物システム」という。）を利用して照会書を作

成する場合を除き、照会書をあらかじめ印刷したものを使用するとともに、照会

書には一連番号を付してその適正な管理に努めること。 

   イ 照会者 

     法第１２条に規定するとおり、照会をすることができるのは警察署長であるこ

とから、照会書の名義は警察署長とし、その名義の末尾に職印を押印すること。 

     また、あらかじめ警察署長の記名・職印の押印がされた照会書を保管すること

は、厳にこれをしてはならず、個々の照会に係る決裁の都度、警察署長の署名又

は記名を行うとともに、職印を押印すること。 

   ウ 決裁 

     照会書の作成に係る決裁過程においては、各級幹部が、個々の照会ごとに、照

会の必要性、照会内容等を十分検討し、照会書の発出の是非を判断すること。 

   エ 契印 

     照会書は、公信性を高めるためにも、正本のほか、必ず副本を作成し、契印を

すること。 

   オ 副本の保管・管理 

     副本については、必ず専用の簿冊に編てつし、一元的な保管・管理を行うこと。 

     また、共通基盤遺失物システムを利用したオンラインによる照会を行う場合に

は、正本についても副本同様に保管・管理を行うこと。 

   カ 文書番号 

     決裁後は、必ず文書番号を付すこと。 

   キ 返信用封筒の同封 

     照会の相手方の負担を考慮し、郵送による照会については、宛先（所在地、所

属名等）を明記し、切手を貼付した返信用封筒を同封すること。 

   ク その他の留意事項 

     照会は、照会の相手方に対し、その保有する記録等に基づき事実関係の報告を

求めるものであるので、新たに特別の調査を行う必要のある事項の報告を求める

ようなことはしないこと。 

     照会は、あくまで必要事項の「報告」の要求であり、直接、帳簿、書類等（謄

本を含む。）の提出を求めることはできない。ただし、照会の相手方が自発的に謄

本等を提出して報告に代えることは差し支えない。 

  (7) 電磁的記録媒体提出票（規則別記様式第１２号） 

   ア 電磁的記録媒体に記録された事項欄 

電磁的記録媒体に記録された事項欄には、電磁的記録媒体に記録された事項の



概要を記載するものである。 

     例えば、規則第２６条の規定に基づく提出書の提出を電磁的記録媒体により行

う場合には、「○年○月○日から○年○月○日までの間に○○において拾得された

物件に関する事項」等とすること。 

   イ 電磁的記録媒体と併せて提出される書類欄 

     電磁的記録媒体と併せて提出される書類欄には、施設占有者が規則第２８条第

２項の申請書を提出した場合において、同条第３項の書類を書面により提出した

ときに、当該書類の種類を記載すること。 

   ウ その他の留意事項 

保管物件届出書（規則別記様式第１１号）について、電磁的記録媒体及び電磁

的記録媒体提出票の提出により受理したときは、当該電磁的記録媒体提出票の写

しに当該届出を受けた物件に係る公告の日付を記載し、届出をした特例施設占有

者にこれを交付することにより、規則第３１条第２項の規則による公告の日付の

通知を行うこと。 

また、規則第４１条各号に掲げる書類の当該各号に定める規定による提出を電

磁的記録媒体を使用せず、オンラインにより受ける場合には、電磁的記録媒体提

出票の提出は不要とする。この場合において保管物件届出書を受理したときは、

届出を受けた物件に係る公告の日付を当該届出書の電磁的記録に記録し、又は当

該届出書を紙面に出力したものに記載し、届出をした特例施設占有者にこれを交

付（オンラインによる交付を含む。）することにより、公告の日付の通知を行うこ

と。 

第３ モデル様式の提示 

  規則第２６条に規定する提出書、規則第２８条第２項に規定する申請書、同条第３項 

第１号ロに規定する書面及び同号ハに規定する書面については、規則においてその様式 

が定められていないことから、それぞれ任意の書式によりこれらの書面を提出すること 

ができる。 

  他方で、書面作成の便宜の観点から、様式の提示を希望する施設占有者もあると考え 

られるところ、別添１から別添４までのとおり、それぞれの書面のモデルとなる様式を 

施設占有者に提示するなどして、その便宜を図ること。 

第４ 指導教養等の徹底 

 １ 本部の会計課による指導教養等 

   本部の会計課においては、遺失物取扱業務は、会計部門及び地域部門の警察職員に

限らず、当直勤務等を通じて全警察職員が行う可能性のある業務であることを踏まえ、

関係各部門と連携を図りつつ、全警察職員に対しきめ細かな指導教養を行うこと。 

   また、物件の取扱いについては、定期的に、又は随時に検査を行うなど、物件の適

正な取扱いが確保されるための措置を講ずること。 

 ２ 地域警察部門における指導教養等 

   本部の地域課においては、本部の会計課と緊密な連携を図りつつ、地域警察部門に

おける物件の取扱い等に関し警察署の地域課に対する指導監督を徹底すること。 

警察署の地域課幹部においては、警察署の会計課幹部と連携を密にし、物件の取扱



い等に関し、きめ細かな指導教養を徹底すること。特に、交番、駐在所等を巡視する

際には、物件の提出を受ける際の対応、物件の保管、遺失届を受理する際の対応及び

関係書類の作成、保管等の事務について、具体的な指導及び監督を行うこと。 

   また、交番、駐在所等において提出を受けた物件及び作成した関係書類については、

警察署の会計課に引き継ぐ前に、警察署の地域課幹部においても確実にこれらを確認

すること。 

 

 

 

 



１ ※の欄には、記載しないこと。 

２ □印のある欄については、該当の□内にレ印を付すこと。 

３ 権利欄については、費用若しくは報労金を請求する権利又は物件の所有権を取得する権利について、拾

得者が、これらの全てを放棄している場合には棄権の□内にレ印を、法第 34条の規定によりこれらを失っ

ている場合には失権の□内にレ印をそれぞれ付し、それ以外の場合は有権の□内にレ印を付すこと。 

なお、一部の権利のみを放棄している場合は、当該放棄した権利について備考欄に記載すること。 

４ 同意欄については、法第 13 条第２項において準用する法第 11 条第２項に規定する拾得者の氏名等の告

知について、拾得者が同意しているときは有の□内にレ印を、同意をしないときは無の□内にレ印を付す

ること。また、拾得者が氏名等の告知に同意をするか否か不明のときは、いずれの□にもレ印は付さず、

同意の有無が不明である旨を備考欄に記載すること。 

別添１ 

 

提 出 書 
 

 遺失物法第４条第１項又は第 13条第１項の規定により、次のとおり物件を提出します。 
 
                                  年    月    日 
         警察署長 様 
                                氏名又は名称 
                                                                                                                         

住所又は所在地 
 

※受理番号       電話番号その他の連絡先 

番 
号 

物件の種類及び特徴 
拾得者の氏名、住所等 権 利 拾得日時・場所 交付日時 

現金(内訳) 物    品 

 

 

 

(内訳) 

 

氏名又は名称 
 
 
 
住所又は所在地 
 
 
 
電話番号その他の連絡先 
 
 
 

 
□有権 

 
□棄権 

 
□失権 

 

  

同 意 
 
□ 有 

 
□ 無 

 

 

 

 

(内訳) 

 

氏名又は名称 
 
 
 
住所又は所在地 
 
 
 
電話番号その他の連絡先 
 
 
 

 
□有権 

 
□棄権 

 
□失権 

 

  

同 意 
 
□ 有 

 
□ 無 

 

 

 

 

(内訳) 

 

氏名又は名称 
 
 
 
住所又は所在地 
 
 
 
電話番号その他の連絡先 
 
 
 

 
□有権 

 
□棄権 

 
□失権 

 

  

同 意 

 
□ 有 

 
□ 無 

 
 
 
備 
 
 
 
 
考 
 
 

 

  

備考  
 
 
 

 

 

 

 



番 
号 

物件の種類及び特徴 
拾得者の氏名、住所等 権 利 拾得日時・場所 交付日時 

現金(内訳) 物    品 

 

 

 

(内訳) 

 

氏名又は名称 
 
 
 
住所又は所在地 
 
 
 
電話番号その他の連絡先 
 
 
 

 
□有権 

 
□棄権 

 
□失権 

 

  

同 意 

 
□ 有 

 
□ 無 

 

 

 

 

(内訳) 

 

氏名又は名称 
 
 
 
住所又は所在地 
 
 
 
電話番号その他の連絡先 
 
 
 

 
□有権 

 
□棄権 

 
□失権 

 

  

同 意 

 
□ 有 

 
□ 無 

 

 

 

 

(内訳) 

 

氏名又は名称 
 
 
 
住所又は所在地 
 
 
 
電話番号その他の連絡先 
 
 
 

 
□有権 

 
□棄権 

 
□失権 

 

  

同 意 

 
□ 有 

 
□ 無 

 

 

 

 

(内訳) 

 

氏名又は名称 
 
 
 
住所又は所在地 
 
 
 
電話番号その他の連絡先 
 
 
 

 
□有権 

 
□棄権 

 
□失権 

 

  

同 意 

 
□ 有 

 
□ 無 

 

 

 

 

(内訳) 

 

氏名又は名称 
 
 
 
住所又は所在地 
 
 
 
電話番号その他の連絡先 
 
 
 

 
□有権 

 
□棄権 

 
□失権 

 

  

同 意 

 
□ 有 

 
□ 無 

 
 
 
備 
 
 
 
 
考 
 
 

 

 



別添２ 

 

 

指 定 申 請 書 

 

 遺失物法施行規則第 28条第１項の規定により指定を申請します。 

 

                                   年  月  日 

     公安委員会 様 

 

                    申請者の氏名又は名称及び住所又は所在地 

 

 

 

                                          

（ふりがな） 

氏 名 

又 は 名 称 

 

 

住 所 又 は 

所 在 地 

 

 

 

電話（    ）    ―     番   

（ふりがな） 

法人にあっては、その 

代 表 者 の 氏 名 

 

 

施設の名称及び所在地 

移動施設にあっては、 

その概要及び移動の範囲 

 

物 件 の 保 管 の 場 所 

 

物 件 の 数 及 び 

そ の 算 出 の 基 礎 

 

 

 



別添３ 

誓  約  書 

 

 

 私は、遺失物法施行令第５条第５号ロ（１）から（３）までに掲げる 

 

 

１ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 

 

２ 禁錮以上の刑に処せられ、又は刑法（明治４０年法律第４５号）第２３５条、第２４３条（同法第

２３５条の未遂罪に係る部分に限る。）、第２４７条、第２５４条、第２５６条第２項若しくは第２

６１条に規定する罪若しくは遺失物法に規定する罪を犯して罰金の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることのなくなった日から起算して２年を経過しない者 

 

 

３ 精神機能の障害により特例施設占有者の業務を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎

通を適切に行うことができない者 

 

 

のいずれにも該当しないことを誓約します。 

 

 

    公安委員会 様 

 

      年  月  日                       

 

 

                  住 所 

 

 

                  氏 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添４ 

 

 

物件の保管を行うための施設及び人的体制の概要 

 

 施設の名称及び所在地（移動施設にあっては、その概要及び移動の範囲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物 件 の 保 管 を 行 う 

 

た め の 施 設 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件の保管を行うための  

 

人 的 体 制 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


